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以上のとおり，従来の判例法理の趣旨及びその
評価の観点からすると，本件においては，憲法上
要求される合理的期間内の是正は可能であったの
に，これを行わなかったものと評価せざるを得ず，
今回の選挙時における本件区割規定は，憲法の規
定に違反するに至っていたと考える。
３ そこで，第３段階として，区割規定が憲法
の規定に違反するに至っている場合に，選挙を無
効とすることなく選挙の違法を宣言するにとどめ
るか否かについて，判例が認めてきているいわゆ
る事情判決の法理の適用の問題を検討する。
いわゆる事情判決の法理も，累次の最高裁の大
法廷判決において形成されてきており，確立した
判例法理ということができる。そして，この判例
法理は，是正についての国会の広い裁量権の尊重
がその背景にあり，国会が自ら制度の見直しを行
い得る事情が認められる以上，選挙が無効とされ
ることによる正常ではない議会の状況や再選挙に
よる多大な負担といった不都合な事態を回避しよ
うとするものである。この判例法理の適用基準と
しては，区割規定が憲法に適合していない場合，
本来的には選挙の効力は否定されるべきであるか
ら，この法理の適用は慎重であるべきであるが，
選挙を無効としない結果，違憲の区割規定等によ
り選挙人の基本的権利である選挙権が制約されて
いるという不利益，他方で選挙を無効とする結果，
区割規定の改正を選挙区から選出された議員が存
在しない状態で行わざるを得ないといった憲法の
予定しない事態等が現出されることによってもた
らされる不都合，更にその他諸般の事情を総合考
慮して，無効を宣することの適否を判断するもの
とされている。
前者の不利益については，国会が，合理的期間
内において是正を行うには至らなかったにして
も，是正に向けて意識的な取組を行い，多数意見
２`のように平成24年改正法の附則に区割り改定
の方向と道筋を示し，選挙後ではあるがその方向
と道筋に沿って区割規定の改正を実現しているこ
とは，選挙人の選挙権の制約という不利益を軽減
ないし解消させる事情として十分に評価できるの
であり，この点からも，本件においては，いわゆ
る事情判決の法理の適用が相当であって，選挙の
無効を宣するまでの要はないと考える。
裁判官大橋正春の反対意見は，次のとおりであ
る。

私は，多数意見と異なり，平成23年大法廷判決
において憲法の投票価値の平等の要求に反する状
態に至っているとされた本件選挙区割りについ
て，憲法上要求される合理的期間内における是正
がされなかったものであり，本件区割規定は憲法
の規定に違反するに至っていると考えるものであ
るが，本件においては選挙の違法を宣言するにと
どめるべきものと考える。その理由は以下のとお
りである。
１ 憲法の投票価値の平等の要求に反する状態
（違憲状態）に至った議員定数配分の根拠規定に
ついてもそれにつき合理的期間内における是正が
されなかった場合に初めて違憲の判断を下すべき
であるとするのは多数意見の引用する最高裁昭和
51年４月14日大法廷判決（以下「昭和51年大法廷
判決」という。）以来の中選挙区制下の当審の判例
とするところであるが，その理由とするところは，
人口の異動がその性質上可変性を有し，上記違憲
状態そのものについても更に変化が予想されるこ
と，上記の人口の異動に応じてその都度定数配分
等の手直しをすることが政治の安定性の要請の面
からみて必ずしも望ましくないということにあ
り，これらの点を考慮して改正の要否及び時期を
決定するについても立法府が一定程度の裁量権を
有することや事柄の性質上かかる改正の実現には
ある程度の期間が必要とされること等をしんしゃ
くして，是正措置が講ぜられてしかるべき時期を
経過するまでは当審として違憲判断を下すことは
相当でないとするものである。これは，私の理解
するところによれば，立法府の不作為責任それ自
体，ひいてはこれとの関連における立法府の故意
又は過失の有無を問題とするものではなく，した
がって，議員定数配分が違憲状態にあることに対
して十分な認識を有しなかったことにつき国家に
咎められるべき点があったかどうかは本来上記判
断とは直接の関係がないものと解される（多数意
見の引用する最高裁昭和58年11月７日大法廷判決
における裁判官中村治朗の反対意見参照）。なお，
本件は中選挙区制下の議員定数配分規定ではなく
小選挙区制下の区割規定の憲法適合性が問題と
なっている事案であるが，上に述べたところは小
選挙区制下の区割規定についても同様に適用され
るべきものと解される。

本件では，１人別枠方式を廃止する法改正が成
立したのは平成24年11月16日（各都道府県の小選
挙区数の０増５減も同時に成立）であり，平成23

年大法廷判決から約１年８か月が経過している。
そして，同改正に基づく区割り改定案を区画審が
勧告したのはその約４か月後の平成25年３月28日
であり，同勧告に基づく区割規定の改正がされた
のはその３か月後の６月24日である。すなわち，

合理的期間の性質が上記のものであると解され
る以上は，その起算点は，本来は違憲状態が生じ
た時とすべきものであり，立法府の認識の有無は
原則として無関係となるものと考えられる。しか
し，本件のように，当審が合憲の判断を下してい
た選挙区割りについてその後の事情の変更を踏ま
えて違憲状態に至ったとの判断をする場合には別
異に解し，当審の違憲状態の判断を立法府が知り
又は知り得た時から起算するのが相当である。当
審が合憲とした選挙区割りにつき，当審の違憲状
態との判断がなされていない段階において立法府
が是正作業を開始すべきことを前提として合理的
期間の経過の有無を判断するとすれば，当審とし
て矛盾した態度を示すことになり，当審の判断に
対する信頼性の維持の観点からも許されるもので
はない。
また，上記合理的期間は機械的・一律に判断さ
れるものではなく，具体的事情の下で個別的に判
断されるべきものである。例えば，当該選挙区割
りについて違憲状態にあるとの当審の判断に先
立って当審判決の少数意見としてこれを違憲状態
にあるとの見解が表明されている場合には，立法
府にはあらかじめ検討する機会が与えられている
と考えられるので，合理的期間の始期は違憲状態
の判断がなされた時となるとしても，合理的期間
を短く判断する方向に働く一要素となり得るもの
と考える。そして，当該選挙区割りが違憲状態に
あるとの当審の判断がなされている場合には，憲
法尊重擁護義務を負う国会議員（憲法99条）から
構成される立法府が，法令等の憲法適合性につい
て決定する権限を有する終審裁判所（憲法81条）
の判断を尊重し，区割規定を速やかに憲法の投票
価値の平等の要求に適合する状態に是正する義務
を負うことは当然であり，この意味で立法府の選
挙制度の仕組みの具体的決定についての裁量権は
大きく限定され，これらは合理的期間の判断にお
いて重要な判断要素となる。さらに，合理的期間
は，立法府が問題の根本的解決のために真摯な努
力を行っていることを前提として判断されるべき
ものである。
２ 多数意見の引用する最高裁平成19年６月13

日大法廷判決（以下「平成19年大法廷判決」とい
う。）は，平成17年９月11日実施の総選挙の時点で
は，なお１人別枠方式を維持することにある程度
の合理性があると判示しており，平成23年大法廷

判決が初めて１人別枠方式及びこれに基づく選挙
区割りは憲法の投票価値の平等に反するに至った
ものと判示したのであるから，合理的期間の始期
は平成23年大法廷判決が言い渡された時，すなわ
ち平成23年３月23日ということになる。
なお，１人別枠方式については，多数意見の引
用する最高裁平成11年11月10日各大法廷判決にお
いて既にこれを違憲とする５名の裁判官の反対意
見が付され，その後も平成13年（行ツ）第223号
同年12月18日第三小法廷判決・民集55巻７号1647

頁では１名の裁判官の反対意見，平成19年大法廷
判決では憲法の趣旨に沿うとはいい難いとする４
名の裁判官の見解，違憲とする２名の裁判官の反
対意見が付されている。
３ 平成23年３月23日の平成23年大法廷判決か
ら平成24年12月16日の本件選挙まで約１年９か月
（634日）が経過しているが，この間に，平成23

年大法廷判決で違憲状態にあるとされた本件選挙
区割りについて，その前提となる１人別枠方式に
基づいて定められた本件区割規定の改正による改
定はなされることなく，本件選挙は違憲状態にあ
るとされた選挙区割りによって実施された。この
間の立法府による本件選挙区割りの違憲状態解消
のための取組の概要は，多数意見２項`からbま
での記載のとおりである。
４ 前回の平成21年選挙当時，１人別枠方式及
びこれに基づく本件選挙区割りが憲法の投票価値
の平等の要求に反する状態に至っていたことは，
平成23年大法廷判決が説示するとおりであり，そ
の旨を判示した同判決が言い渡された以上，立法
府としては可及的速やかにその是正を図ることが
求められるものであり，また，１人別枠方式につ
いては前記２のとおり平成19年大法廷判決等のこ
れを合憲とする判決においてもその違憲性を指摘
する反対意見が付されているとの事実は，本件に
おける合理的期間の判断に際し考慮されるべき一
要素となり得るものと考える。
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